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はじめに 
 
研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還元等を

図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、このため、経済産業省

では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２０年１０月３１日、内閣総理大臣決定）等に沿った

適切な評価を実施すべく「経済産業省技術評価指針」（平成２１年３月３１日改正）を定め、これに基づいて

研究開発の評価を実施している。 
 
今回の評価は、地域イノベーション創出実証研究補助事業の事前評価であり、評価に際しては、当該

研究開発事業の新たな創設に当たっての妥当性について、省外の有識者から意見を収集した。 
 
今般、当該研究開発事業に係る検討結果が事前評価報告書の原案として産業構造審議会産業技術

分科会評価小委員会（小委員長：平澤 泠 東京大学名誉教授）に付議され、内容を審議し、了承され

た。 
 
本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。 
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第１章 技術に関する施策及び新規研究開発事業の概要 
 

 

１．技術に関する施策の概要 

 

地域における新たな産業創出の取組を強化し、日本経済の潜在的な成長力を回復するため

には、地域経済の活性化が必要不可欠である。 
地域経済の活性化には、地域において既存の産業等にとらわれず、地域の技術や資源を活

かした新しい産業の創出が不可欠であり、新たな成長の芽の創出のためには、当省の施策のみ

ならず関係府省の施策を総動員して支援する必要がある。 
このため、平成２３年度から、経済産業省、文部科学省及び農林水産省では、地域イノベーシ

ョンの創出に向けた主体的かつ優れた構想を持つ地域を「地域イノベーション戦略推進地域」と

して共同で選定することとしている。 
 選定された地域のうち、特に優れた戦略を有する地域に対しては、関係府省の関連施策を優

先投入して、大学における基礎研究から企業における事業化までを切れ目なく支援し、総合的か

つ効果的に地域イノベーション戦略の実現を図ることとしている。 
本事業は、ユーザーや市場の視点を取り入れた地域中小企業が中心の研究共同体が行う実

用化技術等の実証研究（実証、評価等）を支援することで、新たな需要を開拓し、地域の新産業・

新事業の創出に貢献しうる製品等の開発につなげることを目的としており、三省連携による地域

イノベーション戦略の「出口」部分を担うものとして位置付けられる。 
 

２．新規研究開発事業の創設における妥当性等について 

 

①事業の目的及び実施によるアウトプット、アウトカムについて（研究開発の定量的目標、社会 

的課題への解決や国際競争力強化への対応等） 

   

   地域の中小企業、大学、研究開発機関等の共同研究体による、地域発の新技術を活用した

実証研究を支援し、事業終了後２年以内の事業化達成率４０％を実現し、以下を達成する。 

   

 ○経済波及効果 ４８０億円、すそ野産業を含めた雇用創出効果 ４，８００人 
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②事業の必要性について（出口を見据え成果を社会へ普及させる戦略（研究開発のみならず、

実証や性能評価・標準化等を含む実用化に向けた取組み等）） 

 

   地域には多くの優れた実用化技術やビジネスモデルが潜在しているものの、事業化に至るま

での資金面、開発面のリスクを伴う実証研究を、経営基盤の弱い地域・中小企業が自己資金で

踏み切るのは困難である場合が多いのが実情である。 

   そのため、優れた実用化技術やビジネスモデルを地域の新事業や新産業として育成し、地域

経済の活性化を図っていくためには、地域特性やその時々の市場が求める課題に対し、ユーザ

ーや市場の視点に立った実証・評価を行い得る産学官のリソースを最適に組み合わせた共同

研究体が行う実証研究を国が支援することで、事業化を一層促進するとともに、広域的な潜在

市場の獲得による面的な地域経済への波及効果の増大が期待される。 

 

 
 

 

③次年度に予算要求する緊急性について 

 

地域イノベーション戦略の実現を図るため、本年度、経済産業省、文部科学省及び農林水

産省では、地域イノベーションの創出に向けた主体的かつ優れた構想を持つ地域を「地域イノ

ベーション戦略推進地域」として共同で選定することとしている。この三省連携において、実用

化から実証フェーズまでを一貫して支援できる制度が求められる。 

また、東日本大震災の影響から予想される企業や人材の海外流出を防止するために、早急

に地域中小企業の競争力を高めるための新事業・新産業の創出支援を行う必要があり、次年

度において予算要求を行うことが必要である。 

 

④国が実施する必要性について（非連続型研究、民間とのデマケの整理等） 

 

民間の研究開発投資が減少する中、マーケット規模が小さく、大企業が経営展開しない分

野において、機動力のある地域の中小企業が産学官連携の仕組みを最大限活用しつつ、新

たな事業を開拓し、発展させていくことが重要。更に、その後の継続的な開発に大きなリスクを

抱えることから、融資ではなく補助による後押しが必要不可欠である。 

 

⑤省内又は他省庁の事業との重複について 

 

本事業は、地域の経済活性化に資する実用化技術に基づく実証・評価を対象としており、地

域の多様な発展を目指しているため、分野の限定はしていない。 

一方、「戦略的基盤技術高度化支援事業」では、「中小企業のものづくり基盤技術の高度化
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に関する法律」に基づき、国が指定した特定ものづくり基盤技術２０分野を対象としているとこ

ろ。 

 また、「民間企業の研究開発力強化及び実用化支援事業」では、グリーン・イノベーション、ラ

イフ・イノベーション分野の研究開発推進を目的として、先端的・独創的な技術の実用化に係る

研究開発テーマに「補助」を行うもので、本事業とは目的が異なる。 

更に、これまで実施してきた「地域イノベーション創出研究開発事業」では、中小企業が許容

しがたい高いリスクを伴うような、地域を越えて広く波及効果を及ぼす高度な技術開発の実用

化フェーズに対して、国の委託事業として実施してきたもので、本事業とはフェーズが異なる。 

 

 

３．新規研究開発事業を位置付けた技術施策体系図等（上記１．技術に関する施策の体系的整理図） 

 

 

 

【 地域イノベーション創出実証研究補助事業 】 文科省・農水省との連携 

文部科学省、経済産業省及び農林水産省では、平成２３年度から、地域イノベーションの創出に向けた主体的かつ優 
れた構想を持つ地域を「地域イノベーション戦略推進地域」として共同で選定することとしている。 

選定された地域のうち、特に優れた戦略を有する地域に対しては、関係府省の関連施策を優先投入して、大学におけ 
る基礎研究から企業における事業化までを切れ目なく支援し、総合的かつ効果的に地域イノベーション戦略の実現を図 
ることとしている。 

地域イノベーション戦略推進地域 

【 地域イノベーション戦略支援プログラム 】  
・地域イノベーション戦略の中核を担う研究者の集積 
・地域イノベーション戦略実現のための人材育成プログラムの開発、実施 
・大学等の知のネットワークの構築 
・地域の大学等研究機関での研究設備・機器等の共用化支援 

文部科学省支援メニュー 

【 新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 】 
・基礎・応用研究が終了し得られた研究成果や現場ニーズ 

を基に、実用化する技術開発 
・農林水産業・食品産業の現場の課題解決に資する研究成 

果を明確化した実用技術の開発 
※ 事業の採択の際に、地域イノベーション戦略を考慮 

農林水産省支援メニュー 
【 地域イノベーション創出実証研究補助事業 】 他 
・新製品等の開発を目指す実用化技術の研究開発 
・地域に根ざす特有な技術等を活用した新製品等の 

開発を目指す実用化技術の研究開発 
※ 事業の採択の際に、地域イノベーション戦略を考慮 

経済産業省支援メニュー 

産業クラスター等良質 
なネットワークの活用 

事業 成果 等を他分野や他地域に転移することに 
より、面による地域経済波及効果の増大を 促進 ！ 

３省連携の出口！ 

基
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第２章 評価コメント 

事業の目的・政策的位置付け（新規研究開発事業の創設）の妥当性等に対するコメント 

 

産学官の共同研究体による実証研究を国が支援することは、新事業、新産業の創出による

地域経済の活性化に効果的に繋がるものであり、東日本大震災により急速に低下している我

が国の様々な産業の復活・発展にも役立つものであり、意義が大きく賛成である。 

なお、中小企業が補助裏を用意することは相当困難なことから、補助率を高めるべきである。

また、提案前の仕込みや事業終了後のフォローを効果的に行うため、外部アドバイザーやプロ

ジェクトマネージャー等を有効に活用すべきである。 

 

 

○肯定的意見 

 

 ・産学官の共同研究体による実証研究の支援は、新事業、新産業の創出による地域経済の活

性化に効果的に繋がるものであり、東日本大震災により急速に低下している我が国の様々な

産業の復活・発展にも役立つものであり、大賛成である。 

 ・産学官連携の成功パターンは、中小企業発のアイデアを大学や公設試等で試作品の性能評

価試験を行うでものである。 

 ・ポンチ絵はすっきりとして分かり易い。 

 ・「地域イノベーション創出研究開発事業」の後継事業として、これまでの同事業の成果を実証

することが可能であり、大変有益かつ効果的な事業である。 

 ・基本的なスキームについては、よく練り込まれている。 

 ・国が中小企業等の実証研究を支援する意義は大きく、採択者にとっての対外的なＰＲ効果と

なる。 

 

○問題点・改善すべき点 

 

・本事業案では、研究レベルで潜在している技術シーズやアイデアのみを前提としているが、

既に事業化して市場投入している製品も実証研究の対象にできれば、その性能を数値化す

ることで、更なる市場拡大につながる。 

・中小企業からは全額補助又は委託事業を求める声が高いと思われるので、何らかの工夫が

必要ではないか。 

・中小企業にとって補助裏を用意することは相当難しいことから、できれば３／４などできるだ

け補助率が高いことが望まれる。 

・補助率は２／３の固定ではなく、評価によって幅を持たせるような仕組みが必要。 

・良質な実証計画の立案、スムーズな事業展開のためには、提案前の仕込みや事業終了後

のフォローに手間がかかるため、管理法人の事務負担軽減のための工夫が必要。 
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・大学、公設試が共同申請となると手続きが煩雑となるため、代表者が申請する仕組みが必

要。 

・採択案件については、これまで中間評価等の制度がないため、適切な時期に行うべき。 

・外部アドバイザーによる進捗管理を行うスキームにすべき。 

・採択の際の評価委員に学識経験者が多く、ビジネス展開まで見通せる委員が少ない。 

・将来にわたり、事業化をフォローする者を設置する仕組みとすべき。 
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第３章 評価小委員会のコメント及びコメントに対する対処方針 
 
 
 本実証研究開発事業に対する評価小委員会のコメント及びコメントに対する推進課の対

象方針は、以下のとおり。 
 
（コメント①）最適なプログラムのデザインは事業の目的に応じて非常に異なると思

われるので、採択の対象、基準、審査プロセス等に工夫が必要で、しっかりとした

制度設計（プログラム化）が望まれる。 
 
（コメント②）委託費であった地域コンソーシアム事業の反省を踏まえ、補助金として

本事業を設計したことは本来の趣旨が活かされると評価できる。 
 
（コメント③）技術が社会の中に普及していく仕組みとして、共同研究体に技術の受

容・普及に係る大企業や公設試の参加を条件とする等の工夫も必要である。 
 
（コメント④）技術領域によっては、市場化された後も継続的に市場を維持する仕組

みも含めて検討が必要である。 
 
（対処方針）技術が社会の中に普及して、新事業ひいては新産業の創出に資するよう、採

択対象は、大企業、大学、公設試等のリソースを最適に組み合わせた共同研究体の組成

を条件とするとともに、提案分野ごとに外部専門家による審査を厳格に実施することで、

事業の実施効率を高めることとしている。 
 
 
 



 
 
 

経
済
産
業
省 

経
済
産
業
局 補助 

提案 

地域イノベーション創出実証研究補助事業 地域経済産業グループ 地域技術課 
03-3501-８７９４ 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 

補助 
（２／３） 共同研究体 

事業イメージ 

○地域の資源や技術を活かした新事業、新産業創出による地 
 域経済の活性化を図るため、地域の中小企業をはじめとす 
 る産学官のリソースを最適に組み合わせた共同研究体によ 
 る実証研究を支援します。 

高専 

＜事例＞病院・トイレ等で感染を防ぐ殺菌・抗菌・光  
  触媒の高性能タイルの実証研究 

○高密度な溶射技術により、タイル表面に高純度
の光触媒被膜を形成する実用化研究を実施。 

○弱い室内光でも光触媒性能を発揮し、殺菌・抗
菌・消臭機能に優れた高性能タイルの開発に成
功。 

 
 
○本実用化技術を活用し、耐久性、経済性、殺菌

効果などの実証・評価を経て、高付加価値化、
事業化を図る。 

 
【高機能光触媒タイル】 

共同研究体 
農
林
水
産
省 

文
部
科
学
省 

http://www.canstockphoto.jp/%E3%83%93%E3%82%B8%E3%83%8D%E3%82%B9-%E6%8F%A1%E6%89%8B-4550672.html�
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